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第１章 計画策定の趣旨                  

 

１．経過と背景 

地方自治体を取り巻く環境がますます厳しくなる中、多様化する住民ニーズに対応できる効率的な運営

を目指して、平成 17 年度に発せられた「地方公営企業の総点検について」（総務省自治財政局公営企業

課長通知）及び「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定について」（総務事

務次官通知）に基づき、「焼津市行政改革大綱」と連携した計画として、焼津市公共下水道事業中期経営

計画（平成 17～21 年度）を策定し、引き続き、焼津市公共下水道事業中期経営計画（平成 22～26 年度）

を策定し事業を進めてきました。 

また、平成 26 年度に「公営企業の経営に当たっての留意事項について」(平成 26年 8 月 29 日総務省

自治財政局公営企業課長通知)に基づき、５年間の中期経営計画(平成 27年度～平成 31年度)を策定し、

平成 30年度に下水道使用料の改定や、平成 31年４月１日からは、基本方針で示された地方公営企業法

の適用（以下「法適用」という。）を行い、事業の持続的・安定的な運営に向けた取組を着実に推進してい

ます。 

特に、法適用に伴い複式簿記や発生主義に基づいた公営企業会計方式を導入することで、事業の資

産、負債及び資本といった財務状況を把握することが可能となり、また、損益と資本取引に区分した経理

を行うことで、経営状況を的確に評価・分析し、将来の経営計画の策定に反映できる体制が整いました。 

現在、公共下水道事業では、令和元年度から令和２年度にかけて、法適用により把握することが可能と

なった経営情報等を評価・分析し、事業運営に関する具体的施策等を取りまとめた「経営戦略」の策定を

進めています。この「経営戦略」については、今後の事業運営を定めた経営計画として位置付けており、令

和３年度からの計画期間を予定しています。 

このような経過及び背景を踏まえ、本計画は、次期経営計画である経営戦略に繋がる計画であることか

ら、計画期間を 1 年間延長し、基本方針、目標及び主要施策について一貫性を保ちながら計画的な事業

運営を図っていきます。 

 

２．事業の課題 

下水道は、みなさまの快適で衛生的な生活を支え、大雨による浸水被害から大切な生命や財産を守る

という役割を担うとともに、海や川の良好な環境を守る重要な施設です。しかし、下水道はその整備に多大

な費用と期間を必要とする事業であり、焼津市は、平成３０年度末までに建設投資として約 534 億円を投

入して面整備を進めており、普及率（行政人口に対する下水道を利用できる人口の割合）は 22.2％です。

これまで、維持管理費は下水道使用料等により賄うことが出来ましたが、長引く景気低迷や節水型社会の

進行により下水道使用料は減少傾向にあり、今後も大幅な上昇は見込めない状況です。また、建設投資

に伴う借入金の償還は、国からの交付税措置があるものの、「公費」からの多額な繰入金が必要となって

います。さらに、処理場施設の老朽化に伴う改築更新や耐震化などの必要も生じています。 
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第２章 事業運営の基本方針                 

 

１．計画の位置付け 

本計画は、第６次焼津市総合計画における基本計画のうち、「暮らしやすく安全で安心なまちづくり」を

実現するため、公共下水道事業に関する基本方針、目標及び事業計画を取りまとめたものです。 

本計画に基づき、生活環境の改善、水洗化の促進、公共用水域の水質保全、浸水排除といった公共下

水道事業の役割を果たすため、経営の効率化・健全化を図りながら、事業を推進していきます。 

 

２．計画策定の期間 

平成 27年度から令和２年度までの６年間 

 

３．事業運営の目標 

 

（１）財政運営の目標 

ア 下水道使用料の適正化 

焼津市の下水道使用料は、昭和５４年に始まり、昭和６３年、平成５年及び平成３０年に改定していま 

す。平成２９年度決算における汚水維持管理費の経費回収率（使用料収入／汚水処理原価（維持管理 

費）×１００）は、９８．６％、平成３０年度は、１０２．４％です。 

今後は、下水道施設全体の施設状態を予測しながら、計画的かつ効率的に維持管理及び改築を行 

う「ストックマネジメント計画（令和２年度策定予定）」を策定し、経営の一層の効率化に努めるとともに、 

中長期定な視点に沿って下水道使用料の適正化を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道使用料改定の推移（消費税別） 

水量区分（㎥）  昭和 54年 昭和 63年 平成５年 平成 30年４月 

0～10 基本使用料 530円 680円 910円 1,028円 

11～100 

１㎥当たり 

53円 68円 91円 103円 

101～1,000 64円 82円 110円 121円 

1,001～ 68円 87円 117円 126円 

消費税・・・平成元年４月～３％、 平成９年４月～ ３％→５％、平成２６年４月～ ５％→

８％ 平成３１年１０月～ ８％→１０％ 
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イ 収納率の向上 

下水道使用料については、未収金対策として上下水一体請求・徴収による効果を引き出し、引き続き

専門業者に徴収委託し、不納欠損額の減少に努めるとともに、収納率向上に努めます。また、受益者負

担金については滞納繰越となる可能性のある件について夜間訪問を実施するとともに、工事説明会や

受益者負担金説明会を開催して収納率の向上に努めます。 

 

 

 

 

（参考）過去５年間の収納率の推移 

 

下水道使用料 (出納閉鎖時点) 

 

 

 

 

 

 

 

受益者負担金 (出納閉鎖時点) 

 

 

 

 

 

 

 

年度 現年度分 滞納繰越分 全体 

平成３０年度 ９７．６６％ ４９．２１％ ９７．３１％ 

平成２９年度 ９９．５０％ ４８．６７％ ９９．１１％ 

平成２８年度 ９９．５０％ ６１．１１％ ９９．１６％ 

平成２７年度 ９９．４５％ ５５．５６％ ９８．９４％ 

平成２６年度 ９９．４２％ ５０．７０％ ９８．７９％ 

平成２５年度 ９９．３６％ ４５．４１％ ９８．６０％ 

平成２４年度 ９９．２６％ ４９．１０％ ９８．５０％ 

平成２３年度 ９９．３９％ ３３．０２％ ９８．８８％ 

平成２２年度 ９９．２８％ ３４．５０％ ９８．２９％ 

平成２１年度 ９９．４４％ ５１．４５％ ９７．９３％ 

年度 現年度分 滞納繰越分 全体 

平成３０年度 ９５．１３％ ３８．８２％ ９０．９４％ 

平成２９年度 ９８．０１％ ５０．７５％ ９５．５９％ 

平成２８年度 ９７．６７％ ７０．８１％ ９６．０２％ 

平成２７年度 ９８．５７％ ２２．２０％ ９３．３６％ 

平成２６年度 ９８．６９％ ３０．６３％ ９６．４８％ 

平成２５年度 ９８．１４％ １０．９７％ ９５．９３％ 

平成２４年度 ９８．３３％ ４４．３２％ ９７．４９％ 

平成２３年度 ９８．９９％ ４０．１４％ ９８．５２％ 

平成２２年度 ９９．６８％ １５．２９％ ９９．１５％ 

平成２１年度 ９８．８８％ ６４．９５％ ９２．６８％ 

令和２年度までの目標値   

下水道使用料毎年収納率（現年度分）９９．６％ 

受益者負担金毎年収納率（現年度分）９９．０％ 



- 4 - 

 

（２）職員定数管理の目標 

下水道課職員の定数管理については、事業の見直しやさらに民間委託（民間的経営手法の導入）を検 

討し、職員を適正に配置するとともに、必要最小の人員で行います。 

※法適用関連として、移行前までの準備業務を行うため、平成 27年度から平成 30年度まで職員の増員 

（１～２名）により業務に対応しました。 
 

 

 

 

 

（参考）過去の職員数(都市下水路担当含む) 

年度 H15~17 Ｈ18 Ｈ19 H20~22 H23~26 

職員（人） １９ １８ １７ １６ １３ 

年度 H27 H28 H29 H30 R元 

職員（人） １４ １５ １４ １４ １３ 

 

（３）目標とするサービス水準や顧客満足度 

平成２４年度に行われた「総合計画(基本計画)に関する意識調査」のうち、「施策の成果指標」によれば、

公共下水道事業の推進を含む「自然環境の保全」について、「自然が豊かできれいだと思う」、または「ど

ちらかといえば豊かできれいだと思う」と回答した人は 67.8%でした。今後は、合併浄化槽を含めた河川・海

域の水質向上に努め、さらに水環境を整備保全していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度までの目標値   職員数  １４人 

目標値 次回意識調査による上記回答割合 80% 
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第３章 経営基盤強化への取組に係る基本方針 

１．行政改革への対応方針 

公共下水道事業では、行政改革大綱に基づき、市民の皆様の生活に密着したサービスを維持するとと

もに、事務効率の改善等を実施し、経営基盤強化を図ります。 

 

２．公営企業会計方式の導入について 

平成３１年度から公共下水道事業に地方公営企業法の財務規定等を適用しました。 

法適用により、官公庁会計から公営企業会計方式へ移行し、複式簿記の採用による経理全般の変更、

固定資産管理による減価償却費という新たな概念の導入など、事業運営の基盤となる経営管理の概念が

一新されました。 

法適用は、事業運営を効率的かつ効果的に実現し、経営の健全化に向けた取り組みのスタートラインと

して位置づけられていることから、企業を経営するという意識のもと、公営企業会計に基づいた財務諸表

等を活用した経営分析などを実施し、課題等が生じている場合はその対策を講じるというサイクル（ＰＤＣ

Ａ）を繰り返すことで、経営の健全化を目指していきます。 

 

第４章 事業計画 

１．中期財政収支計画（単位：千円） 

（１） 収益的収支及び資本的収支（別表 【公営企業収支実績及び計画表】） 

（２） 地方債残高（単位：千円） 

 

 

 

２．経営指標 

下水道事業の代表的な経営指標を用いて事業の経営分析を行います。 

 

（１）施設の効率性指標 

ア 水洗化率（％） 

水洗化率は、現在の処理人口のうち、実際に汚水を下水道で処理している人口の割合です。値が 

高いほど施設の効率性に優れます。 

 

計算式：（下水道を利用している人口）／（処理区域内人口）×１００ 

令和２年度  目標値 ８９．８％ 

平成３０年度の焼津市の値 ８９．８％ 

平成２５年度の焼津市の値 ８７．４％ 

平成２４年度の焼津市の値 ８７．３％ 

平成２４年度の静岡県平均 ８９．３％ 

 

 

 

年次別償還額 H27 H28 H29 H30 H31 Ｒ2 

元金 1,170,444 1,194,404 1,207,772 1,229,647 1,244,042 1,268,411

利子 349,821 319,783 290,466 260,012 229,849 213,718

総額 1,520,265 1,514,187 1,498,238 1,489,659 1,473,891 1,482,129

地方債残高 14,616,075 14,221,771 13,471,899 12,830,651 12,741,509 12,217,999
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イ 有収率（％） 

有収率は、処理した汚水のうち使用料徴収の対象となる「有収水」の割合です。値が高いほど使用

料の対象にならない「不明水」が少なく、効率的といえます。 

 

計算式：（年間有収水量）／（年間汚水処理水量）×１００ 
 

令和２年度  目標値 ８８．６％ 

平成３０年度の焼津市の値 ８７．１％ 

平成２５年度の焼津市の値 ８８．２％ 

平成２４年度の焼津市の値 ８８．３％ 

平成２４年度の静岡県平均 ８６．３％(分流式のみ) 

 

（２）経営の効率性指標 

ア 使用料単価（円／ｍ３）   

有収水量１ｍ３当りの使用料収入です。使用料の水準を表します。 

 

計算式：（使用料収入）／（年間有収水量） 
 

令和２年度  目標値 １２１．０円 

平成３０年度の焼津市の値 １１７．３円 

平成２５年度の焼津市の値 １０２．８円 

平成２４年度の焼津市の値 １０２．５円 

平成２４年度の静岡県平均 １１４．８円 

 

イ 汚水処理原価 
有収水量１㎥当りの汚水処理費です。汚水処理費は、維持管理費と資本費に分けられ、その水準

を示します。 

 

 
ア）汚水処理原価（維持管理費＋資本費）  

 

計算式：（汚水に係る維持管理費＋資本費）／（年間有収水量） 

 

 

 

イ）汚水処理原価（維持管理費）   

計算式：（汚水に係る管渠費＋ポンプ場費＋処理場費等）／（年間有収水量） 
 

 

 

 

 

 

令和２年度  目標値 ２６８．３円 

平成３０年度の焼津市の値 ２６７．７円 

平成２５年度の焼津市の値 ２６８．０円 

平成２４年度の焼津市の値 ２７３．８円 

平成２４年度の静岡県平均 ２２３．０円 

令和２年度  目標値 １０４．６円 

平成３０年度の焼津市の値 １１４．６円 

平成２５年度の焼津市の値 ９７．８円 

平成２４年度の焼津市の値 ９２．６円 

平成２４年度の静岡県平均 １０８．８円 
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ウ）汚水処理原価（資本費） 

計算式：（汚水に係る資本費）／（年間有収水量） 

令和２年度  目標値 １６３．７円 

平成３０年度の焼津市の値 １５３．２円 

平成２５年度の焼津市の値 １７０．３円 

平成２４年度の焼津市の値 １８１．２円 

平成２４年度の静岡県平均 １１４．３円 

 

ウ 経費回収率（％） 

汚水処理に要した費用に対する使用料による充当程度を示します。下水道経営は公費で負担す

べき分を除き、汚水処理を使用料でまかなうことが基本原則とされ、維持管理費の経費回収率が１０

０％に達しない場合は、経費の削減を図り使用料の適正化を図る必要があります。 

 

ア）経費回収率（全体） 

計算式：（使用料単価）／（汚水処理原価）×１００ 

令和２年度  目標値 ４５．１％ 

平成３０年度の焼津市の値 ４３．８％ 

平成２５年度の焼津市の値 ３８．４％ 

平成２４年度の焼津市の値 ３７．４％ 

平成２４年度の静岡県平均 ５１．５％ 

 

イ） 経費回収率（維持管理費） 

計算式：（使用料単価）／（維持管理費に係る汚水処理原価） 

 

 

 

 

 

 

３．設備投資計画 

供用開始後３０年以上を経過した汐入下水処理場は、老朽化した設備の維持管理費が増大しており、

耐震化を含めた改築更新の必要が生じています。厳しい財政状況の下、長寿命化計画に基づいて施設の

更新を図ります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度  目標値 １１５．７％ 

平成３０年度の焼津市の値 １０２．４％ 

平成２５年度の焼津市の値 １０５．１％ 

平成２４年度の焼津市の値 １１０．７％ 

平成２４年度の静岡県平均 １０５．５％ 
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４．主要施策 

 

 施  策  名 実施時期 概要 

１ 

汐入下水処理場長寿命化計画 平成 23年～令和２年 施設の計画的な補修、改築更新 

第１期  

管理棟耐震補強工事 

受変電中央監視設備工事 

沈砂池設備更新工事 

汚泥脱水設備更新工事 

管理棟等建築更新工事 

第２期 

水処理棟等建築更新工事 

水処理棟等設備更新工事 

水処理棟等耐震補強工事 

自家発電設備工事 

 

平成 24年度～平成 25年度 

平成 25年度～平成 26年度 

平成 26年度～平成 27年度 

平成 27年度～平成 28年度 

平成 28年度～平成 29年度 

 

平成 29年度～令和２年度 

平成 30年度～令和２年度 

平成 30年度～令和２年度 

平成 3１年度～令和２年度 

(実施設計年度) 

平成 23年度～平成 27年度 

 

 

 

 

平成 29年度 

 

２ 赤塚川雨水幹線築造工事 平成 13年度～平成 30年度 市街地の浸水防除 

３ 浜当目汚水枝線築造工事 平成 14年度～平成 28年度 公共下水道整備 

４ 石脇川左岸雨水幹線築造工事 平成 29年度～平成 31年度 市街地の浸水防除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 9 - 

 

第５章 経営基盤強化への取組 

１．収益増加への取組 

（１）料金収入の計画 

下水道使用料は、受益者負担の原則を基本として、健全な経営を維持するために必要な費用を含め

た原価を対象として設定しなければなりません。しかし、当市では、適正な原価（効率的に事業が行わ

れた場合に要する総費用）に適正な事業報酬（事業の健全な維持・発展に必要な資本調達上のコスト）

を加えたもの（総括原価）が総収入に見合う状態ではありません。維持管理費を使用料で、地方債の償

還金を国からの交付税を原資とした一般会計繰入金などで賄っているのが現状です。平成３０年４月に

使用料改定（平均改定率９．６％）を実施しましたが、依然として経費回収率は低い状況であることから、

今後は、社会情勢等に配慮しつつ、適正な使用料の水準について検討をしていきます。 

 

（２）未接続世帯への普及促進 

多額の費用を投じて下水道を布設しても、市民が接続しなければ第一の目的である公共用水域の水

質保全が成り立ちません。平成３０年度末の水洗化率（下水道を利用している人口／処理区域人口）は

８９．８％です。布設済み地域の住民説明会や個別訪問などの普及活動を計画的に行い、未接続世帯

の減少を図ります。 

 

 

２．経営効率化への取組 

（１）経常費用の削減 

平成１８年度から上水道料金･下水道使用料を一体として請求・徴収し経費を節減しています。また、

下水処理場で汚水を浄化する際に発生する汚泥は脱水して減量し、処分運搬費用を抑えるとともに、セ

メントや肥料などの資材に１００％リサイクルしています。また、下水処理場管理については、専門業務

への管理委託により経費節減を図っています。 

 

（２）財務規定等の適用範囲の拡大への取組 

ア 公営企業会計への移行による主な効果 

項目 効果 

経営状況の 
明確化 

公営企業会計方式で経理を行うことにより、減価償却費などを含めたコストが示さ

れ、経営状況や財政状況が明らかとなります。その上で、コスト計算や経営分析な

どを通じて、経営基盤の強化に向けた取り組みを進めることで、事業全体が健全な

方向へ向かい、持続的・安定的な公共下水道事業が構築されることを期待できま

す。 

計画的な 
更新計画等の
策定 

減価償却費が導入されることで、金額ベースで資産の状態が的確に把握できるよう

になり、更新計画等の策定に活用できます。また、経営計画等の策定について必

要な情報を早期に把握することが可能となります。 

議会・市民への 
説明責任向上 

貸借対照表、損益計算書等の財務諸表は民間企業においても作成され、第三者で

も公共下水道事業の財政状況を読み取ることが可能な書類です。これらを公開す

ることで、議会や市民に公共下水道事業の財政状況等を明確に示すことが可能と

なり、説明責任と情報公開の向上が期待できます。 
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イ 地方公営企業法の適用（法適用）に係る基本方針 

①法適用対象事業・・・公共下水道事業 

②法 適 用 年 度・・・平成３１年度（平成３１年４月１日） 

③法 適 用 範 囲・・・地方公営企業法の財務規定等のみを適用（一部適用） 

 

ウ 主な移行事務手続き及びスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．人材育成への取組 

下水道事業を進める上で、「技術」と「経営」の知識・経験をもつ職員が必要です。両者を確保・養成する

ために、外部講習等を積極的に活用し、計画的な人材育成を図ります。 

項目 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

基本方針     

公営企業会計

Ｈ31.4.1～ 

固定資産調査及び評価     

会計システム構築     

法適用移行事務     

エ 事業費   単位：千円 

項目 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 計 

法適用支援業務 5,389 10,778 6,178 5,994 28,339 

会計システム構築 0 0 1,581 1,346 2,927 

その他 0 3 958 623 1,584 

計 5,389 10,781 8,717 7,963 32,850 
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第６章 計画達成状況の公表 

 

１．公表時期 

毎年決算において、経営指標の比較を行います。 

 

各年度末状況報告 毎年７月 

最終報告  令和３年７月 

 

２．公表方法   

市ホームページで公表します。 

 

３．計画達成状況の評価方法 

計画で定める目標の達成状況や経営指標を算定し、それらの原因を分析することで、計画の達成状況を

評価します。 

 



（単位：千円）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
（決算） （決算） （決算） （決算） （決算） （決算） （決算）※

（１）総収益 （Ａ） 1,177,779 1,226,859 1,230,441 1,220,143 1,259,643 1,407,421 1,423,008

　 　ア　営業収益 （Ｂ） 543,262 543,937 550,738 545,298 542,993 584,643 614,332

　　　 （ア）　料金収入 387,186 384,344 387,483 382,504 378,777 381,471 421,622

  １． 　　　 （イ）　受託工事収益 （Ｃ） 0 0 0 0 0 0 0

　　　 （ウ）　その他 156,076 159,593 163,255 162,794 164,216 203,172 192,710

収 　 　イ　営業外収益 634,517 682,922 679,703 674,845 716,650 822,778 808,676

　　　 （ア）　他会計繰入金 634,148 680,323 679,545 674,566 713,998 818,159 808,393

益 　　　 （イ）　その他 369 2,599 158 279 2,652 4,619 283

（２）総費用 （Ｄ） 795,121 788,432 772,787 769,699 712,356 714,609 684,809

的 　 　ア　営業費用 369,233 385,256 395,143 419,825 392,540 417,797 418,153

　　　 （ア）　職員給与費 67,922 69,761 66,779 69,768 80,058 80,345 87,351

収 　　　 （イ）　その他 301,311 315,495 328,364 350,057 312,482 337,452 330,802

　 　イ　営業外費用 425,888 403,176 377,644 349,874 319,816 296,812 266,656

支 　　　 （ア）　支払利息　　（雨水分） 50,223 48,767 46,619 43,577 41,135 41,067 35,758

　　　　　　　　　　　　　　　 （汚水分＋その他） 375,618 354,377 331,007 306,243 278,648 249,399 224,254

　　　　　　うち一時借入金利息 0 0 0 306,243 0 0 0

　　　 （イ）　その他 47 32 18 54 33 6,346 6,644

（３）収支差引　　　（Ａ）-(D) （Ｅ） 382,658 438,427 457,654 450,444 547,287 692,812 738,199

（１）資本的収入 （Ｆ） 1,127,143 1,084,875 1,218,816 1,468,532 1,585,644 965,461 1,074,811

　 　ア　地方債 552,800 516,200 563,400 662,400 731,900 509,300 582,500

　 　イ　他会計出資金 0 0 0 0 0 0 0

  ２． 　 　ウ　他会計補助金 454,427 437,297 432,486 488,565 456,898 299,743 341,149

　 　エ　他会計借入金 0 0 0 0 0 0 0

資 　 　オ　固定資産売却代金 0 0 0 0 0 0 0

　 　カ　国庫（県）補助金 108,100 120,600 209,490 307,000 389,700 151,090 148,185

本 　 　キ　工事負担金 11,816 10,778 13,109 6,543 7,146 5,328 2,977

　 　ク　その他 0 0 331 4,024 0 0 0

的 （２）資本的支出 （Ｇ） 1,514,751 1,515,809 1,689,741 1,926,535 2,114,425 1,687,535 1,806,125

　 　ア　建設改良費 467,659 419,735 553,799 756,091 920,021 479,763 576,478

収 　　　　　　うち職員給与費 34,114 31,493 30,316 31,166 33,292 25,703 29,780

　 　イ　地方債償還金 (雨水分) 　（Ｈ1） 98,607 102,848 107,931 111,150 114,745 136,273 126,838

(汚水分＋その他) 　（Ｈ2） 948,485 993,226 1,028,011 1,059,294 1,079,659 1,071,499 1,102,809

支 　 　ウ　他会計長期借入金返済金 0 0 0 0 0 0 0

　 　エ　他会計への繰出金 0 0 0 0 0 0 0

　 　オ　その他 0 0 0 0 0 0 0

（３）収支差引　　　（Ｆ）-(Ｇ) （ Ｉ ） -387,608 -430,934 -470,925 -458,003 -528,781 -722,074 -731,314

3 （Ｊ） -4,950 7,493 -13,271 -7,559 18,506 -29,262 6,885

4   積立金  （Ｋ） 0 0 0 0 0 0 0

5 　前年度からの繰越金 （Ｌ） 27,752 22,802 30,295 17,024 14,765 43,971 20,809

6 　前年度繰上充当金 （Ｍ） 0 0 0 0 0 0 0

7   収益的収支に充てた地方債 a 0 0 0 5,300 10,700 6,100 5,900

8 b 0 0 0 0 0 0 0

9  形式収支(Ｊ)-(Ｋ)+(Ｌ)-(Ｍ)+a+b  （Ｎ） 22,802 30,295 17,024 14,765 43,971 20,809 33,594

10 　翌年度へ繰り越すべき財源 （O） 74 28,000 60 125

11 　実質収支　 　黒　字　 （P） 22,802 30,295 17,024 14,691 15,971 20,749 33,469

　（N）-(O) 　赤　字 （Q）

12 　赤字比率　　　　　　　　（Q）/((B)-(C))×　100

13 　収益的収支比率　　　（A）/((D)＋(H))×　100 64 65 64 63 66 73 74

14 （R）

15  営業収益-受託工事収益　（B）-(C) (S) 543,262 543,937 550,738 545,298 542,993 584,643 614,332

16
　地方財政法による
　資金不足の比率

　（R）/(S)×100

17 （T）

18 （U）

19 （V）

20
　健全化法第22条により算
定した資金不足比率

　（T）/(V)×100

21 　他会計借入金残高 （W）
22 　地方債残高 （X） 16,271,234 15,691,360 15,118,818 14,616,074 14,164,271 13,471,899 12,830,652

　○他会計繰入金
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
（決算） （決算） （決算） （決算） （決算） （決算） （決算）

　　収益的収支分 790,224 839,916 842,800 837,360 878,214 1,021,331 1,001,103

うち基準内繰入 786,669 836,158 838,994 834,363 878,214 1,021,233 1,001,103

うち基準外繰入 3,555 3,758 3,806 2,997 0 98 0

　　資本的収支分 454,427 437,297 432,486 488,565 456,898 299,743 341,149

うち基準内繰入 177,264 201,720 219,578 241,871 255,674 135,817 159,505

うち基準外繰入 277,163 235,577 212,908 246,694 201,224 163,926 181,644

　　合　　　　計 1,244,651 1,277,213 1,275,286 1,325,925 1,335,112 1,321,074 1,342,252

※平成30年度決算の各指標については、地方公営企業法の適用（平成31年度）に伴い、打切り決算額と特例的収入及び支出額を含めて算定

収益的収支に充てた他会計借入金

（資料１）公営企業収支実績表（地方公営企業法非適用）

年度　
　区分

年度　
　区分

　地方財政法施行令第16条第1項により算定
した資金の不足額

　健全化法施行令第16条により算定した
　資金の不足額

　健全化法施行規則第6条に規定する
　解消可能資金不足額

　健全化法施行令第17条により算定した
　事業の規模

　収支再差引　　　 （Ｅ）+（ Ｉ ）
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　　　　　（資料２）公営企業収支計画表（地方公営企業法適用）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 662,231 655,712

(1) 394,950 390,000

(2) (B) 0 0

(3) 267,281 265,712

２． 1,185,437 1,175,299

(1) 669,320 705,040

650,170 700,540

19,150 4,500

(2) 516,083 470,225

(3) 34 34

(C) 1,847,668 1,831,011

１． 1,593,577 1,603,105

(1) 65,614 70,743

30,921 30,191

5,177 5,715

29,516 34,837

(2) 345,490 318,444

47,530 51,871

12,084 9,586

3,082 2,350

282,794 254,637

(3) 1,182,473 1,213,918

1,177,635 1,181,657

4,838 32,261

２． 235,412 215,390

(1) 229,849 213,722

(2) 5,563 1,668

(D) 1,828,989 1,818,495

(E) 18,679 12,516

(F) 0 0

(G) 6,182 0

(H) △ 6,182 0

a 5,000 5,000

7,497 7,516

(I) 7,497 15,013

(J) 362,723 428,594

82,711 46,085

(K) 1,377,962 1,432,640

1,267,405 1,265,632

0 0

101,860 158,241

( I )

(A)-(B)

(L) ― ―

(M) 662,231 655,712

― ―

(N) ― ―

(O) ― ―

(P) ― ―

― ―

◎収益的収支

令和２年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

予 備 費

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費 等

(F)-(G)

収

益

的

収

支

―

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

流 動 資 産
う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)+a

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

営 業 費 用
職 員 給 与 費

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

令和元年度

う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） ―

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

営 業 収 益

営 業 外 費 用
資 産 減 耗 費
減 価 償 却 費

収

益

的

支

出
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（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 1,081,100 744,900

200,000 350,000

２． 0 8,357

３． 34,269 0

４． 166,841 4,014

５． 0 0

６． 487,000 76,745

７． 0 0

８． 0 0

９． 1,635 686

(A) 1,770,845 834,702

(B) 0 0

(C) 1,770,845 834,702

１． 1,226,307 324,457

47,326 40,970

２． 1,244,042 1,268,411

３． 0 0

４． 0 0

５． 0 0

(D) 2,470,349 1,592,868

(E) 699,504 758,166

１． 656,757 747,684

２． 0 0

３． 0 0

４． 42,747 10,482

(F) 699,504 758,166

0 0

(G) 200,000 200,000

(H) 12,741,510 12,217,999

○他会計繰入金

年　　　　　度 令和元年度

区　　　　　分 （ 見 込 ）

917,343 966,092

917,343 966,092

0 0

201,110 12,371

166,841 12,371

34,269 0

1,118,453 978,463

◎資本的収支

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

令和元年度

他 会 計 補 助 金

令和２年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和２年度

-14-



法
適
用
年
度

（
Ａ
）

人
1
4
6
,7
1
7

1
4
5
,8
8
9

1
4
4
,5
4
3

1
4
3
,5
6
4

1
4
2
,4
5
3

1
4
1
,6
1
0

1
4
1
,0
3
9

1
4
0
,4
6
8

1
3
9
,8
9
7

1
3
9
,4
4
5

1
3
9
,0
2
7

（
Ｂ
）

ｈ
ａ

7
0
2

7
0
2

7
0
2

7
0
2

7
0
2

7
0
2

7
0
2

7
0
2

7
0
2

7
0
2

7
0
2

（
Ｃ
）

ｈ
ａ

5
3
0
.7
6

5
3
4
.9
5

5
3
9
.9
8

5
4
3
.6
5

5
4
5
.5
5

5
4
8
.2
5

5
4
9
.8
5

5
4
9
.9
8

5
5
0
.3
8

5
5
0
.3
8

5
5
0
.3
8

C
/
B
×
1
0
0

％
7
5
.6

7
6
.2

7
6
.9

7
7
.4

7
7
.7

7
8
.1

7
8
.3

7
8
.3

7
8
.4

7
8
.4

7
8
.4

（
Ｄ
）

人
3
2
,9
1
9

3
2
,7
6
9

3
2
,3
0
8

3
2
,2
3
6

3
1
,9
2
4

3
1
,6
8
4

3
1
,6
4
9

3
1
,5
2
8

3
0
,9
5
4

3
0
,8
5
4

3
0
,7
6
1

D
/
A
×
1
0
0

％
2
2
.4

2
2
.5

2
2
.4

2
2
.5

2
2
.4

2
2
.4

2
2
.4

2
2
.4

2
2
.1

2
2
.1

2
2
.1

（
Ｅ
）

人
2
8
,3
6
2

2
8
,4
6
6

2
8
,2
0
2

2
8
,1
5
9

2
7
,9
8
6

2
7
,9
2
7

2
7
,8
9
6

2
7
,7
9
0

2
7
,7
9
9

2
7
,7
0
7

2
7
,6
2
4

E
/
D
×
1
0
0

％
8
6
.2

8
6
.9

8
7
.3

8
7
.4

8
7
.7

8
8
.1

8
8
.1

8
8
.1

8
9
.8

8
9
.8

8
9
.8

ｍ
1
,9
6
4
.0
9

1
,7
5
5
.3
5

1
,0
3
8
.9
0

9
8
6
.6
0

5
7
4
.4
5

9
1
2
.7
0

4
0
9
.3
9

5
2
.8
0

6
9
.6
3

3
4
.0
0

2
2
.0
0

ｍ
0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

4
8
.0
0

0
.0
0

ｍ
1
6
5
,2
5
2
.1
7

1
6
7
,0
0
7
.5
2

1
6
8
,0
4
6
.4
2

1
6
9
,0
3
3
.0
2

1
6
9
,6
0
7
.4
7

1
7
0
,5
2
0
.1
7

1
7
0
,9
2
9
.5
6

1
7
0
,9
8
2
.3
6

1
7
1
,0
5
1
.9
9

1
7
1
,0
3
7
.9
9

1
7
1
,0
5
9
.9
9

ｍ
0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

ｍ
0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

ｍ
1
5
2
.4
3

2
9
1
.1
6

1
3
5
.0
6

8
1
.5
1

0
.0
0

1
1
.3
3

7
5
.5
0

6
4
.9
7

8
5
.9
9

5
9
.0
0

0
.0
0

ｍ
1
8
,8
2
2
.3
9

1
9
,1
1
3
.5
5

1
9
,2
4
8
.6
1

1
9
,3
3
0
.1
2

1
9
,3
3
0
.1
2

1
9
,3
4
1
.4
5

1
9
,4
1
6
.9
5

1
9
,4
8
1
.9
2

1
9
,5
6
7
.9
1

1
9
,6
2
6
.9
1

1
9
,6
2
6
.9
1

㎥
/
日

3
9
,7
0
0

3
9
,7
0
0

3
9
,7
0
0

3
9
,7
0
0

3
9
,7
0
0

3
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

㎥
/
日

2
2
,6
0
0

2
2
,6
0
0

2
2
,6
0
0

2
2
,6
0
0

2
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

（
Ｆ
）

千
㎥
/
年

4
,5
1
3

4
,4
6
8

4
,2
8
3

4
,2
3
7

4
,0
6
7

4
,2
5
7

4
,0
2
9

4
,1
2
9

4
,0
1
9

4
,0
4
5

3
,9
2
4

㎥
/
日

1
2
,3
6
2

1
2
,2
1
0

1
1
,7
3
0

1
1
,6
0
7

1
1
,1
3
6

1
1
,6
3
1

1
1
,0
4
1

1
1
,3
0
5

1
1
,0
0
8

1
1
,0
5
2

1
0
,7
5
0

（
Ｇ
）

千
㎥
/
年

3
,9
2
4

3
,8
8
7

3
,7
7
9

3
,7
3
7

3
,6
6
6

3
,5
9
9

3
,7
3
7

3
,5
6
7

3
,4
9
9

3
,4
8
0

3
,4
7
4

G
/
F
×
1
0
0

％
8
6
.9

8
7
.0

8
8
.2

8
8
.2

9
0
.1

8
4
.5

9
2
.8

8
6
.4

8
7
.1

8
6
.0

8
8
.6

千
円

4
0
1
,8
4
7

3
9
7
,3
2
5

3
8
7
,1
8
6

3
8
4
,3
4
4

3
8
7
,4
8
3

3
8
2
,5
0
4

3
7
8
,7
7
7

3
8
1
,4
7
1

4
1
0
,4
5
4

3
9
4
,9
5
0

3
9
0
,0
0
0

千
円

1
6
,3
5
2

1
4
,1
5
2

1
1
,8
1
6

1
0
,7
7
8

1
3
,1
0
9

6
,5
4
3

7
,1
4
6

5
,3
2
8

5
,6
1
7

1
,6
3
5

6
8
6

単
年
度

千
円

5
6
6
,2
2
5

5
8
9
,8
6
8

4
6
7
,6
5
9

4
1
9
,7
3
5

5
3
6
,9
4
6

7
5
6
,0
9
1

9
2
0
,0
2
1

4
9
6
,6
1
6

5
7
6
,4
7
8

1
,2
2
6
,3
0
7

3
2
4
,4
5
7

累
計

千
円

4
8
,5
7
9
,1
0
9

4
9
,1
6
8
,9
7
7

4
9
,6
3
6
,6
3
6

5
0
,0
5
6
,3
7
1

5
0
,5
9
3
,3
1
7

5
1
,3
4
9
,4
0
8

5
2
,2
6
9
,4
2
9

5
2
,7
6
6
,0
4
5

5
3
,3
4
2
,5
2
3

5
4
,5
6
8
,8
3
0

5
4
,8
9
3
,2
8
7

単
年
度

千
円

5
0
7
,8
0
0

5
7
0
,9
7
6

3
7
5
,9
1
7

2
7
2
,6
4
7

1
8
3
,0
4
3

2
4
9
,8
9
1

2
4
4
,4
3
4

1
5
3
,1
7
4

3
0
0
,7
9
8

3
0
2
,9
9
4

1
5
9
,5
9
7

累
計

千
円

4
0
,9
8
7
,5
2
3

4
1
,5
5
8
,4
9
9

4
1
,9
3
4
,4
1
6

4
2
,2
0
7
,0
6
3

4
2
,3
9
0
,1
0
6

4
2
,6
3
9
,9
9
7

4
2
,8
8
4
,4
3
1

4
3
,0
3
7
,6
0
5

4
3
,3
3
8
,4
0
3

4
3
,6
4
1
,3
9
7

4
3
,8
0
0
,9
9
4

単
年
度

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

累
計

千
円

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

1
,4
9
6
,2
9
8

単
年
度

千
円

5
8
,4
2
5

1
8
,8
9
2

9
1
,7
4
2

1
4
7
,0
8
8

2
7
8
,3
9
5

5
0
6
,2
0
0

6
7
5
,5
8
7

3
4
1
,2
3
8

2
7
5
,6
8
0

9
0
5
,3
6
1

1
4
8
,1
8
9

累
計

千
円

6
,0
9
5
,2
8
8

6
,1
1
4
,1
8
0

6
,2
0
5
,9
2
2

6
,3
5
3
,0
1
0

6
,6
3
1
,4
0
5

7
,1
3
7
,6
0
5

7
,8
1
3
,1
9
2

8
,1
5
4
,4
3
0

8
,4
3
0
,1
1
0

9
,3
3
5
,4
7
1

9
,4
8
3
,6
6
0

単
年
度

千
円

3
8
9
,5
3
1

3
7
9
,7
1
1

3
6
9
,2
8
0

3
8
5
,2
8
7

4
0
1
,9
4
0

4
0
0
,9
7
6

3
7
2
,7
8
4

3
8
6
,7
5
6

4
0
0
,7
2
8

4
0
6
,6
0
3

3
8
9
,1
8
7

累
計

千
円

1
0
,2
7
9
,6
9
3

1
0
,6
5
9
,4
0
4

1
1
,0
2
8
,6
8
4

1
1
,4
1
3
,9
7
1

1
1
,8
1
5
,9
1
1

1
2
,2
1
6
,8
8
7

1
2
,5
8
9
,6
7
1

1
2
,9
7
6
,4
2
7

1
3
,3
7
7
,1
5
5

1
3
,7
8
3
,7
5
8

1
4
,1
7
2
,9
4
5

単
年
度

千
円

1
,4
5
9
,2
7
1

1
,4
5
9
,4
8
1

1
,4
7
2
,9
3
3

1
,4
9
9
,2
1
8

1
,5
1
3
,5
6
8

1
,5
2
0
,2
6
4

1
,5
1
4
,1
8
7

1
,4
9
8
,2
3
8

1
,4
8
9
,6
5
9

1
,4
7
3
,8
9
1

1
,4
8
2
,1
2
9

累
計

千
円

3
5
,9
7
8
,4
1
5

3
7
,4
3
7
,8
9
6

3
8
,9
1
0
,8
2
9

4
0
,4
1
0
,0
4
7

4
1
,9
2
3
,6
1
5

4
3
,4
4
3
,8
7
9

4
4
,9
5
8
,0
6
6

4
6
,4
5
6
,3
0
4

4
7
,9
4
5
,9
6
3

4
9
,4
1
9
,8
5
4

5
0
,9
0
1
,9
8
3

普
及
率

単
年
老
朽
汚
水
管
改
修
延
長

年
度
　

　
項
目

年
間
処
理
汚
水
量

建
設
投
資
額

（
管
渠
建
設
費
）

（
ポ
ン
プ
場
建
設
費
）

（
処
理
場
建
設
費
）

令
和
2
年
度

認
可
処
理
能
力
（
日
最
大
）

汚
水
管
渠
累
計
布
設
延
長

整
備
人
口

行
政
人
口

認
可
面
積

整
備
面
積
（
処
理
区
域
面
積
）

水
洗
化
人
口

有
収
率

起
債
元
利
償
還
額

維
持
管
理
費

現
有
処
理
能
力
（
日
最
大
）

日
平
均
処
理
汚
水
量

年
間
有
収
水
量

-15-

水
洗
化
率

単
年
汚
水
管
布
設
延
長

整
備
率

雨
水
管
渠
累
計
布
設
延
長

使
用
料
収
入

受
益
者
負
担
金
収
入

廃
止
汚
水
管
延
長

単
年
雨
水
管
布
設
延
長

累
計
老
朽
汚
水
管
改
修
延
長

備
考

（
資
料
３
）
事
業
環
境
の
実
績
及
び
予
測

平
成
2
9
年
度

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
3
0
年
度

令
和
元
年
度

平
成
2
2
年
度

平
成
2
3
年
度

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度

平
成
2
6
年
度


